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　調布「憲法ひろば」は10月12日、あくろすホール１で第86回目の例会を開催。36人が参加して太田昌克さん(写真左､共同通信編集委員）のお話を聞きました。司会はひろば世話人の丸山重威さん(写真左下)。レポートは石山久男世話人が担当しました。（編集部）





　太田さんは、核の問題には「軍＝核兵器の問題」と「民＝原発の問題」という二つの問題があるが、その間に敷居はないと切り出した。


核燃サイクルがな


ぜ国策となったか


　前半は原発の問題、とくに核燃料サイクルの問題を中心に、共同通信配信の記事にもなった豊富な取材経験をもとに語ってくださった。


核燃サイクルは、のちに科学技術庁事務次官を務めた伊原義徳が一九五五年に原子力留学生第一号としてアメリカに渡り、その経験をもとに起草に関わった翌年の原子力開発利用長期計画にはじまる。伊原は、使用済み燃料の再処理によって生まれるプルトニウムをさらに増殖させて核燃料として使える核燃サイクルは、資源にとぼしい日本にとって最善の道だと確信した。それが国策となり推進されるが、さまざまな事故や失敗があっていまだに実行できていない。一九兆円もの費用がかかるこの事業をこのまま推進していいのか、経産省のなかにも強い異論があったが、結局、民主党・野田内閣も将来原発はゼロにするが、核燃サイクルは続けるという矛盾に満ちた方針を出してしまう。


いまフランスなどに委託している再処理で、日本にはプルトニウムが四四トンもたまっている。うち三〇トンは核分裂物質で、これは七五〇〇発の核兵器原料に相当する。日本は八八年に発効した日米原子力協定で再処理を自由にできる特権をもっているが、これからも増え続けるプルトニウムを日本はどうするつもりなのか、他国の核開発を抑える必要があるアメリカで、いま危惧の声がひろがっているという。


日米核密約はこう


して温存された！


後半は日米核密約の問題にせまった。新安保条約で事前協議の対象となる核持ち込みについて、アメリカは陸上部隊への配備に限り、米軍艦船や航空機の日本立ち寄りは事前協議の対象にしないと解釈し、それを日本政府は密約で黙認していた。


民主党政権が成立し密約調査に乗り出す前の二〇〇九年六月、太田さんは、密約を歴代外務次官らが管理し、外務省が信用できると判断した首相・外相だけに知らせていたという記事を公にした。複数の外務省高官にねばり強く取材し、ついに記事にするまでの話は、手に汗を握るようなスリルに満ちた話だった。


しかし、民主党政権のもとでの有識者委員会による密約調査報告書には重大な瑕疵があると太田さんは批判する。核搭載艦船の寄港を事前協議の対象外にするという秘密議事録に、当時の藤山外相がイニシアル署名しているにもかかわらず、調査報告書はこれは密約文書でなく「暗黙の合意」があっただけだとして、これを「広義の密約」と定義した。結局、岡田外相はアメリカ政府の密約調査に対する懸念に配慮し、アメリカの了解する範囲に落とし込んだのではないか。


その後もアメリカの解禁公文書から新しい資料がみつかっており、「広義の密約」という解釈には疑問が深まる。いまも共同通信の配信記事で太田さんの追及は続いている。


　（石山久男・記）
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